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―
―
開
業
か
ら
こ
れ
ま
で

を
振
り
返
っ
て
。

　
笠
間
　
当
社
は
、
都
道
府

県
宅
建
協
会
の
会
員
に
向
け

た
業
務
支
援
を
目
的
に
設
立

し
て
お
り
、
開
業
以
来
、
経

営
理
念
「
お
客
さ
ま
に
安
心

を
提
供
す
る
」
を
第
一
に
堅

実
に
経
営
し
て
き
た
。
財
務

の
健
全
性
や
コ
ン
プ
ラ
イ
ア

ン
ス
を
重
視
す
る
と
と
も

に
、
よ
り
よ
い
商
品
の
研

究
、
社
員
の
能
力
向
上
、
募

集
人
の
教
育
に
尽
力
し
て
き

た
。

　
―
―
近
年
で
の
事
業
の
成

果
は
。

　
笠
間
　
２
０
１
５
年
度
決

算
に
お
い
て
は
、
純
資
産
額

が
約
13
億
４
８
０
０
万
円
、

年
間
収
入
保
険
料
が
約
44
億

１
０
０
０
万
円
、
ソ
ル
ベ
ン

シ
ー
・
マ
ー
ジ
ン
比
率
は
１

７
７
１
・
２
％
だ
っ
た
。
ま

た
、
16
年
度
第
２
四
半
期
の

収
入
保
険
料
は
対
前
年
比
で

１
０
４
・
１
％
に
な
っ
た
。

業
績
が
堅
調
に
伸
び
て
い
る

理
由
に
は
、
信
頼
を
重
視
し

て
い
る
こ
と
が
あ
る
と
思
っ

て
い
る
。

　
私
は
営
業
社
員
に
ノ
ル
マ

は
課
さ
な
い
こ
と
に
し
て
い

る
。
数
字
だ
け
を
追
い
か
け

る
と
、
当
然
無
理
を
す
る
こ

と
に
な
り
、
最
も
大
切
な
会

社
の
信
頼
を
失
墜
さ
せ
る
こ

と
に
な
り
か
ね
な
い
と
考
え

て
い
る
。

　
一
方
、
保
険
金
の
支
払
い

は
迅
速
に
行
う
よ
う
に
指
示

し
て
い
る
。
近
年
は
大
規
模

な
自
然
災
害
が
頻
発
し
て
お

り
、
迅
速
な
支
払
い
が
顧
客

か
ら
の
信
頼
を
得
る
こ
と
に

つ
な
が
る
と
考
え
る
。
ま

た
、
出
再
す
る
再
保
険
会
社

は
、
格
付
け
を
チ
ェ
ッ
ク
し

た
上
で
面
談
し
、
財
務
の
健

全
性
を
確
認
し
て
か
ら
契
約

し
て
い
る
。

　
―
―
現
状
の
課
題
と
解
決

に
向
け
た
施
策
に
つ
い
て
。

　
笠
間
　
近
年
、
当
社
の
支

払
い
保
険
金
額
が
４
０
０
０

～
５
０
０
０
万
円
に
上
る
よ

う
な
自
然
災
害
が
毎
年
起
こ

る
よ
う
に
な
っ
た
。
そ
の
た

め
、
休
日
の
連
絡
体
制
を
整

備
す
る
な
ど
、
万
一
の
際
で

も
常
に
対
応
で
き
る
よ
う
に

備
え
て
い
る
。

　
ま
た
、
東
日
本
大
震
災
直

後
に
は
、
福
島
県
の
仮
設
住

宅
向
け
に
家
財
総
合
補
償
保

険
「
ハ
ト
マ
ー
ク
補
償
（
家

財
限
定
プ
ラ
ン
）
」
を
開
発

し
た
。
廉
価
な
保
険
料
で
家

財
だ
け
を
補
償
す
る
商
品

で
、
被
災
者
の
方
々
に
広
く

使
っ
て
い
た
だ
い
た
。
保
険

と
い
う
切
り
口
か
ら
、
被
災

者
救
済
に
貢
献
し
た
い
と
考

え
た
。

　
こ
の
先
、
全
国
ど
こ
で
も

巨
大
災
害
が
発
生
す
る
可
能

性
が
あ
る
。
そ
う
し
た
背
景

か
ら
、
こ
の
商
品
の
開
発
経

緯
や
内
容
に
つ
い
て
当
社
の

社
員
に
講
演
を
依
頼
さ
れ
る

機
会
も
増
え
て
き
て
い
る
。

　
加
え
て
、
保
険
業
法
の
経

過
措
置
の
期
限
が
18
年
３
月

末
で
切
れ
て
し
ま
う
た
め
、

対
応
に
つ
い
て
も
検
討
し
て

い
る
。
　

　
―
―
販
売
チ
ャ
ネ
ル
の
現

状
は
。

　
笠
間
　
当
社
は
全
国
に
代

理
店
が
約
７
４
０
０
店
あ

る
。
自
然
災
害
な
ど
が
発
生

す
る
と
、
当
社
の
迅
速
・
ス

ム
ー
ズ
な
保
険
金
支
払
い
体

制
を
見
て
、
そ
の
地
域
か
ら

の
代
理
店
の
希
望
者
が
増

え
、
昨
今
は
毎
年
５
０
０
店

を
超
え
る
ペ
ー
ス
で
代
理
店

を
新
設
し
て
い
る
。

　
―
―
募
集
人
の
質
の
確
保

と
維
持
に
つ
い
て
。

　
笠
間
　
新
た
に
募
集
人
登

録
す
る
人
に
は
必
ず
講
習
を

受
け
て
も
ら
う
他
、
年
１
回

の
通
信
教
育
を
実
施
し
て
い

る
。

　
ま
た
、
通
信
教
育
の
フ
ォ

ロ
ー
の
よ
う
な
位
置
付
け

で
、
業
法
改
正
や
事
故
受
付

フ
ロ
ー
と
い
っ
た
時
期
に
応

じ
た
ト
ピ
ッ
ク
に
つ
い
て
、

各
地
区
で
の
集
合
研
修
会
を

行
っ
て
い
る
。

　
さ
ら
に
、
代
理
店
に
は
募

集
人
の
登
録
内
容
に
変
更
が

な
い
か
を
年
３
回
確
認
し
、

適
正
な
募
集
管
理
態
勢
の
整

備
に
努
め
て
い
る
。
開
業
以

来
の
こ
う
し
た
取
り
組
み
を

継
続
す
る
こ
と
が
重
要
だ
と

考
え
て
い
る
。

　
―
―
改
正
保
険
業
法
の
対

応
に
つ
い
て
は
。

　
笠
間
　
15
年
12
月
末
ご
ろ

か
ら
代
理
店
に
改
正
内
容
を

く
り
返
し
案
内
す
る
と
と
も

に
、
募
集
文
書
類
の
改
定
、

帳
票
類
の
配
布
を
実
施
し

た
。

　
ま
た
、
４
月
に
、
全
代
理

店
に
配
布
し
て
い
る
冊
子
を

改
正
保
険
業
法
に
対
応
し
た

も
の
に
差
し
替
え
る
と
と
も

に
、
改
正
内
容
を
理
解
し
て

い
る
か
に
つ
い
て
、
自
主
点

検
シ
ー
ト
に
チ
ェ
ッ
ク
を
付

け
て
返
送
し
て
も
ら
っ
た
。

　
現
在
も
、
社
員
に
よ
る
代

理
店
訪
問
な
ど
を
通
し
て
、

体
制
整
備
状
況
の
確
認
を
行

っ
て
い
る
。

　
―
―
今
後
の
展
望
に
つ
い

て
。

　
笠
間
　
現
在
、
代
理
店
数

は
年
々
増
加
し
て
い
る
も
の

の
、
将
来
に
わ
た
っ
て
今
の

経
営
の
方
法
を
踏
襲
す
れ
ば

い
い
と
い
う
こ
と
で
は
な

い
。

　
代
理
店
や
契
約
者
が
望
む

販
売
形
態
を
真
剣
に
考
え
、

対
策
を
講
じ
て
い
く
こ
と

が
、
今
後
の
経
営
を
考
え
る

上
で
の
大
き
な
ポ
イ
ン
ト
に

な
る
と
考
え
て
い
る
。

宅
建
フ
ァ
ミ
リ
ー
共
済

代
表
取
締
役
社
長笠

間
　
雅
夫
氏

堅
実
な
経
営
、信
頼
重
視
の
姿
勢
が
奏
功

（
７
面
へ
つ
づ
く
）

（
６
面
か
ら
つ
づ
く
）

　市場に着実に根を
下ろし、茎を伸ばし
ている少額短期保険
業界の中でもひと際
太い茎となっている
家財保険分野。この
１０年で８８まで増加
した少額短期保険事
業者の中でも、家財
保険分野は３９社と
最も多く、２０１６年

３月末時点の保有契約件数５６０万件（占率８８％）、保険料収入５２４億円
（同７２％）と８割前後の占率で業界をけん引する。
　少額短期保険誕生前の共済時代からマーケットを確保している事業者
が多いが、一方で建設・不動産事業などを展開する企業からの参入も増
加。賃貸入居者やテナント向けの商品を中心に、各社が独自の付帯サー
ビスを提供し、保有件数、保険料収入共に成長を続ける。

　商品を取り扱う代理店の拡充に努めると同時に、既存代理店に対するサ
ポートにも重点を置く。今年５月に施行された改正保険業法への支援もし
かり。保険業が本業ではない代理店に対し、募集人の資質向上や改正保険
業法への万全の対応を求めるために、各社があらゆる施策で対応に当たっ
ている。
　さて、近年の技術革新には、目を見張るものがある。保険業界ではあら
ゆる場面でインシュアテックという言葉を耳にするようになったが、不動
産業界も例外ではない。テクノロジーの波が押し寄せ「不動産テック」な
る造語が飛び出した。
　国土交通省では１５年８月から「ＩＴを活用した重要事項説明」の社会
実験を開始している。また、少子高齢化や人口動態の変化が不動産業界に
及ぼす影響も大きいと見られ、従来とは異なるニーズが生じると思われ
る。こうした潮流の中で不動産業界も旧態依然のままではいられず、生き
残るための知恵が必要となってくる。
　少額短期保険事業者も代理店支援という側面から、新たな対策を迫られ
る時期が来ているのではないだろうか。今後、家財保険分野がどのような
花を咲かせるか注目だ。

笠間社長

特集

少額短期保険  ―制度創設から10年―
第２回	 家財保険


